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◆事業の目的 
人口減少対策、地域の宝さがし、起業の誘発、交流の促進等の分野に該当しない、県内の各地域ならで

はの独自性（特性や優位性）を活用した先進的かつモデル的な取組みに対して支援します。 

 

 

◆補助対象事業 
上記以外の地域づくりの取組みのうち、地域の特性や優位性を生かした先進的かつモデル的な取組み。 

 

◆事業実施者 
（１）市町村等 

市町村、広域連合、一部事務組合、及び市町村が参画し、かつ中心となって運営を行う実行委員会・

協議会等 

※熊本市が実施主体となる事業は対象としません。ただし、熊本市が他市町村等と連携して事業を実

施し、その効果が県内に波及すると認められた場合は、補助対象となることがあります。 

（２）地域団体等 

地域づくり団体、地域コミュニティ組織、ＮＰＯ法人、福祉・商工・農林水産・文化関係団体、及

び地域づくり団体等で構成する実行委員会・協議会等 

 

 

◆補助種別・補助率・補助上限額等 
 

補助種別 補助率 補助上限 補助下限 

ソフト事業 補助対象経費の3/4以内 2,000千円 500千円 

 

 

◆補助対象経費 
補助対象事業実施に要する経費。 

 

なお、次の経費は除きます。 

・団体の組織や施設の運営に要する経費 

・飲食に要する経費  

・その他、知事が不適当と認める経費 

 

【補助対象事業に収入がある場合の取扱い】 

補助対象事業に、試作品販売、参加料等による事業収入がある場合は、補助対象経費からこれらの

収入を控除した金額に補助率をかけて補助金額を算出します。 

ただし、自己資金が500千円に満たない場合には、補助金等によってまかなわれる部分以外の部分

（補助裏）として、500千円を限度に事業収入を自己資金扱いにできます。 

 

 

 

その他の取組み 
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◆審査の視点 
（１）地域課題を適切に把握し、その課題の解決に向けて適切な目標設定を行っているか 

（２）地域の特性や優位性、地域資源を十分に活かした取組みか 

（３）先進的で他の参考となるようなモデル的な取組みか 

（４）補助終了後も継続して取り組むあるいは事業実施効果を継続・波及させる仕組みや体制が考えら

れているか 

（５）地域住民や関係団体と十分な連携を取り、事業効果を高める工夫がされているか 

（６）デジタル技術等の新しい技術・手法を活用して、効率化や効果を高める工夫が考えられているか

(加点事由) 

 

◆補助対象事業例 
（１）地域資源を活用した試験・研究の取組み 

（２）ＩＣＴを活用した地域の特性や優位性を生かした取組み など 

 

 

以下に示す事業例は、補助対象事業となる全てではなく、また、これらをそのまま、あ

るいは手直しして申請しても必ずしも採択されるものではありません。 


